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Ⅰ.基調講演 モンゴルと日本の EPA 

  

＜宮𦚰＞  

「モンゴルと日本 EPA―北東アジアのインプリケーション―」と題して、ウェビナーを

開催いたします。 

 EPAとは、経済連携協定です。モンゴルと日本がEPAを結んで5年が経ちました。2015

年に署名され、2016年に発効しました。モンゴルのナンジン・ドルジスレンさんが後にお

話しされますように、10年後に約96％の関税が撤廃されるという大胆かつ抜本的な関税撤

廃です。もちろんモンゴルが日本とEPAを結んだのは貿易のためだけではなく、北東アジ

アの安全保障という観点からの文脈もあると聞いております。日本からするとEPAは初め

てではありませんが、モンゴルのEPAとしては日本が初めてです。モンゴルが「第三の隣

国」の一つである日本との関係を重視したものだと言われています。 

 本日はその観点から、基調講演として、ドルジスレンさんにお話をしていただきます。 

 ドルジスレンさんは、立命館大学で修士号を取られた後、モンゴルの戦略問題研究所に

長くおられ、様々な国際会議を主宰されたり北朝鮮を含む多くの国に訪問されたりとモン

ゴル外交を担われた方でございます。現在はMINASS（NGOモンゴル北東アジア安全保障

戦略問題研究所）の所長をされており、モンゴルの外交や地政学、安全保障等がご専門で

す。 

 それでは、ドルジスレンさん、よろしくお願いいたします。 

 

＜ドルジスレン＞  

 皆さん、新年あけましておめでとうございます。 

 コロナ禍の大変な時期にこのようにオンラインでもつながることができ、非常にうれし

く思います。 

 日本とモンゴルの経済連携協定である EPA の締結から 5 年になりますが、今日はその

北東アジアへのインプリケーションというテーマで発表させていただきます。 

 EPA がモンゴルでも一時期大きな話題になっていましたが、最近はコロナ禍もあり、

EPA の話も少なくなっています。このような時期に、立命館大学の皆さんとモンゴルの

我々とで EPA について話すのは非常に有意義です。 

 EPA の北東アジアへのインプリケーション及び影響は何かを私の報告の目的とし、この

問いに自分の知る限り答えます。そして、宮𦚰先生もご紹介されたように私は現在政府機

関で働いていないので、今日私の発表する内容はあくまで私の個人的な意見であることを

ご理解ください。 

 その前に EPA そのものの定義について、基礎知識が豊富な先生方に対してですので大

まかにお話しさせていただきます。 

 まず、 三つの観点から定義することが最も理解しやすいです。第一の観点として、財務

省のウェブサイトに載っている説明をご覧ください。貿易以外の分野も含むと書かれてい

ます。簡単に言えばそれは FTA と EPA の違いは何かということです。モンゴルの研究者

の方々の中でも様々な議論があるのですが、やはりこの説明を見ると、FTA は物だけの貿

易に対するものと考えられます。ただ、EPA には、物のほかに投資や人の移動、知的所有
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権なども含まれており、より幅広い枠組みという説明が適切です。 

 第二の観点として、共通ルールに基づいた経済的な結びつきというものがあります。こ

れは非常に面白い提言です。二国間での共通のルールに基づいた経済的な協力を EPA と

名づけていると考えられます。 

 第三の観点として、市場アクセスという非常に重要な項目があり、この改善は最も重要

と考えられています。 

 では、モンゴルと日本のEPAの場合はどうでしょうか。先ほど先生も述べられたように、

これはモンゴルにとって初めてのEPAであり、2010年11月の日本・モンゴル共同声明で掲

げられた戦略的パートナーシップの一環として位置づけられ、同パートナーシップを一層

強化するための重要なステップとして扱われています。つまり、EPAを通じてモンゴルと

日本が戦略的パートナーシップを強化することは政府レベルでも重要なステップと考えら

れています。 

 それでは次に、戦略的パートナーシップとは何かについて、おそらく皆さん既にご存じ

かと思いますが、少し歴史を振り返りつつ簡単に説明します。 

 1998年に両国関係を総合的パートナーシップの原則に基づいて発展させることに日本・

モンゴル両国は合意しました。また、2006年に総合的パートナーシップ関係を新たな段階

に引き上げることにも合意しております。そして、1年後の2007年、両国首脳は今後10年

間、つまり2007年から2017年までの期間にわたり展開されるモンゴル・日本基本行動計画

に署名しています。また、11年前の2010年11月に、総合的パートナーシップ関係から戦略

的パートナーシップの構築に向けた関係へと発展させることで両国は一致しています。 

 パートナーシップの話も、モンゴルで一つの重要な研究テーマになっております。例え

ば総合的パートナーシップと戦略的パートナーシップの違いは何かということや、何が総

合的と考えられているのか、また戦略的というのはどのような意味を持っているのか等、

様々な議論がありますが、やはり戦略的というのは英語で strategic と表されますので、

strategic partnership いうのは政治経済、防衛等の分野で両国が非常に戦略的に協力して

いくという意味で理解される必要があります。 

 それでは続けて、EPA の話に入りたいと思います。 

 まず、2009年にモンゴルは、日本にEPAの締結を提案しています。そして、2014年7月

になり両国首脳会談で合意が確認されています。その1年後、2015年2月に両国首脳会談で

EPA実施の署名が行われています。これは日本にとって15か国目のEPAなのですが、モン

ゴルにとっては初めてのEPAになります。そして、2016年6月7日に発効しました。発効に

よって両国の往復貿易総額の50％、発効後の10年間では約96％の関税が撤廃されると想定

されています。 

 その協定の内容について、大まかに説明します。これは17章から構成されており、FTA

とは異なり、物だけではなく投資、人の移動、知的所有権、協力などが幅広く含まれます。

この点から見ると、やはりモンゴルと日本のEPAは非常に幅広いです。貿易だけでなく様々

な分野において、両国が経済的結びつきを強化するということで一致しています。 

 また、EPAの枠組みでは、モンゴルの5,700品目と日本の9,300品目は段階的な関税撤廃

の対象となっています。 

 そして、EPA締結後の取組についてですが、モンゴルは2017年の3月に、2021年までの
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4年間にわたるモンゴル・日本戦略的パートナーシップのための新しい中期行動計画を策

定しています。その計画の中では、「両国政府は日本とモンゴルEPAを含む両国間の締結し

た国際約束の着実な実行に向けて、緊密に連携、協力する。モンゴル政府は引き続き、日

本・モンゴルEPAの実質的な実施を確保するために必要な法的環境整備を実施する。」とい

うことが示されています。このような文言から、2017年から2021年までの間にモンゴル政

府はどのようなことをやるか、そして両国がどのようなことに注目していくかということ

がはっきり示されています。 

 ここで、なぜモンゴル政府が特に「必要な法的整備を実施する」ことを重視しているの

かについて見ていきます。やはりこれはEPAそのものがモンゴルとしては初めてであった

ということに求められると思います。モンゴルはEPAの研究と並行してこの交渉を慎重に

進めていましたが、EPA締結後の取組は初めてのことだったので、法的整備の話もうまく

いかなかったのではと私は思っています。そのため、今後に向けてそれを改善するという

項目が、2021年までの中期行動計画でははっきりと記されたということです。 

 2018年12月にモンゴルのフレルスフ首相が日本を公式に訪問しています。その後は、

2019年に日本の外務大臣もモンゴルを訪問しています。ただ、2020年はコロナウイルス蔓

延のため、両国間の往来は難しくなりました。 

 中期行動計画の15章には「協力」という重要な項目があります。これは幅広い分野での

協力を意味します。スライドに載せたように、農業から製造業に至るまで様々なサービス

が入っています。非常に幅広い分野で協力関係を構築することが明記されており、特にモ

ンゴルが関心を持っているのはカシミヤです。カシミヤの輸入関税は、以前は通常6％から

11％だったのが、今ではEPAのおかげで0％となっています。これにはモンゴル側の非常に

強い期待が表れています。カシミヤの輸出が今後も増えていけば、 モンゴル経済にも、こ

のEPAの効果にもつながると考えられます。 

 そして、両国によるEPAに基づく代表的な共同プロジェクトはウランバートル国際空港

に関するものです。2019年7月5日には新ウランバートル国際空港のコンセッション契約署

名式が行われました。まだオープンしていないのですが、2021年の7月あたりにオープン

するでしょう。 

 次に、市場のアクセスという項目があります。これは投資も含めて様々な貿易の話にな

るのですが、特に両国間の貿易でどのような変化があったのかを簡単に説明します。2015

年はEPAが締結された年ですが、日本はモンゴルの貿易総額の3.5％を占めています。これ

はどちらかいえば低いのですが、輸出額の0.4％、輸入額の7.2％です。輸入に関しまして

は3番目に入っています。 

 また、日本の対モンゴル輸出品目の構成比ですが、77％、ほぼ8割が輸送用機器になって

います。そして、輸出総額は303億円になっています。日本の対モンゴル輸入品目の構成比

に関しては、原材料と原料別製品等、77％は原材料になっています。輸入総額は66億円に

達しています。 

 以上がEPA締結当時の貿易状況なのですが、2019年になると日本の対モンゴル輸出は、

前年に比べ11.2％増加、636億円になっています。輸出額が2倍に増えています。日本の対

モンゴル輸出品目の構成比に関しては、輸送用機器は77％から88％になっています。 

 逆に、日本の対モンゴル輸入品目の構成比をみてみると、規模はやや低くなっています。
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66億円から24.5億円になっていますが、構成比にも若干の変化があります。原材料は、以

前は70％とほぼ8割を示していましたが、今では38.8％とほぼ3分の1になっています。 

 このような変化が現れており、特に日本の対モンゴル輸出は増えているというのが EPA

締結後の影響あるいは変化を表しています。 

 2020年の統計については、これは両国にあてはまることなのですがやはりコロナの影響

でモンゴル全体の経済状況が芳しくなく、データもあまり手に入りませんでした。2019年

と2015年、この2年間を比較すると、両国の経済、貿易の状況が分かります。 

 次に、北東アジアへのインプリケーションは宮𦚰先生がご紹介されたように私が研究し

ている重要な分野です。モンゴルがどのようなインプリケーションを北東アジア全体にも

たらすかという話をする前に、モンゴルが国際貿易体制へと組み込まれていった経緯につ

いてまず簡単に説明します。 

 1997年にモンゴルはWTOに加盟しています。そして2020年、モンゴルにとっては非常

に大きな国際貿易連携の動き、アジア太平洋貿易協定（APTA）への加盟を果たしていま

す。モンゴルは7番目の加盟国になりました。そして第三に、モンゴルはEUとも多面的な

経済協力を目指すパートナーシップ協力協定に向けて交渉を継続しています。 

 そのため最近目立っているのは、モンゴル・中国・ロシアの 3 か国の経済連携です。こ

れは国際的な貿易協定ではありませんが、やはりこの三つの国の経済連携は新しいものと

言えます。このモンゴルと中国、ロシアの関係は Trilateral cooperation と表現されます。

Trilateralism という言葉はモンゴル外交あるいは経済政策の分野では注目されている動

きであります。 

 もう一つ、モンゴルは北東アジアにありますので、GTIの話もしておきます。GTIという

のは図們江（豆満江）開発計画を指しますが、皆さんご存じの通り、韓国、ロシア、中国

そしてモンゴルの4か国が加盟しています。GTIは、UNDP（国連開発計画）の支援のもと

で行われてきたのですが、やはりここで私が注目したいのは地方政府協力という枠組みで

す。地方政府協力の枠組みにモンゴルはどのように参加するかということをめぐり、議論

がなされています。モンゴルのドルノゴビ県、ヘンティー県、スフバートル県の三つの県

が特に地方協力に力を入れて取り組んでいます。 

 そして GTI に関しては、吉林省など中国でも大きな会議や取組が行われていますが、日

本からは私の知る限りだと鳥取県が GTI や北東アジアの地方協力委員会に加盟している

と聞いています。以上のことから、やはり GTI の地方政府協力に対する各国の取り組みを

見ると、モンゴルがもたらした北東アジアへのインプリケーションの一つには、ボトムア

ップによるアプローチというのがあるのではないかと考えられます。 

 二国間のEPAとFTAに関しては日本とモンゴルのEPAが大きな事例になっているので、

モンゴルと韓国は2016年からこれを参考にしながら経済連携協定の推進に向けた共同研

究を開始しています。モンゴルのエルベグドルジ大統領（当時）が韓国に訪問したときに

この話がなされました。2018年には、モンゴルと中国が自由貿易協定推進に向けた共同調

査を開始しています。 

 最後に、今後の北東アジアを論じるに際し、政府レベルでの協力と同時に、研究者間で

の協力の重要性についても言及しておきます。これについては、「北東アジアの安全保障に

関するウランバートル対話」という、毎年ウランバートルで行われている北東アジアの国々
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が参加する枠組みがそれに該当しますが、ここでもやはりエナジーコネクティビティーや

経済協力の話、特にエネルギーに関してどのようにして協力しコネクティビティーを構築

するかという話が活発にされています。特に市民社会が北東アジアの安全保障あるいは北

東アジアの協力にどのような形で参加するかという話もなされていることは、刮目に値し

ます。 

 2019年のウランバートル対話のときに、北東アジアの青年会議が開催されました。国連

の支援の下で行われ、若者が主体となって北東アジアの未来について考える場がこのよう

に生まれたことも、北東アジアへのインプリケーションの一つだと考えられます。 

 ご清聴ありがとうございました。簡単ではありますが私の報告を終わらせていただきま

す。 

 

＜宮𦚰＞  

 どうもありがとうございました。EPA 締結後 5 年間での数字の変化に関して、日本の対

モンゴル輸出が大幅に増えました。比率としては、輸送機械にはトヨタの中古車などが該

当すると思われます。モンゴルからの輸入については、実質的な額は減っているのに対し、

輸入品目が多様化しているということがわかりました。そのような形で日本とモンゴルの

経済的なつながりが強まっているということと、インプリケーションとしてのモンゴルの

国際的な地位やプレゼンス、安全保障との関連も含めて、モンゴルが多角的に外交を進め

ているというご報告でした。 

 日本が「第三の隣国」として関わっているということもさりながら、モンゴルとしては

韓国、中国、そしてロシアとの関係も同様に進めているということで、モンゴルの戦略的

外交が見えてきました。 

 ドルジスレンさんのご報告に対してのご質問の時間を一旦取り、その後パネリストの方

のディスカッションに入ります。ここでドルジスレンさんのご報告に対する質疑応答の時

間をとります。ドルジスレンさんから何かメッセージがありましたら、おっしゃっていた

だいても結構です。 

 

＜ドルジスレン＞  

 この報告を準備している際に生じた疑問なのですが、日本の先生方から見て EPA の注

意点など、モンゴルとして対応すべきことは何かありますか。経済的な話や EPA そのもの

に関して、先進国で経済的な規模が非常に大きい日本がモンゴルのような国と今後経済協

力する上で、モンゴル側が注意した方がよい点があればお聞かせください。 

 

＜宮𦚰＞  

 ありがとうございます。この点についていかがでしょうか。 

 

＜西村＞  

 例えば先ほど中古車などの貿易が盛んになったという話が出ました。この点について、

抽象的な言い方になりますが、自由化すると国内の生産者の一部は必ず不利益を被ります。

それに対する手当て等がなければ貿易自由化について国内でコンセンサスを得るのは難し
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いのではないかと考えられます。このような面で、この経済連携協定を進めたときに「こ

のような措置を講じたことで国内の合意を取り付けることができた」というような事例は

ありますでしょうか。ご紹介いただけると日本でもさらに貿易自由化を進める場合の参考

になります。 

 

＜ドルジスレン＞  

 ありがとうございます。面白い質問です。モンゴルにとって日本との EPA は特殊です。

経済面のみを重視してこれを両国が締結したとは考えられません。モンゴルは地理的に中

国とロシアに挟まれており、国際貿易でも現状では中国かロシアを通すしかありません。

そのため、日本との EPA 締結は政治的な意味合いが大きいです。日本と EPA を結んだだ

けでも隣国である中国とロシアへのメッセージにもなり、韓国を含め他の第三隣国などと

も国際貿易を推進していくのだというモンゴル政府の意思の表れとも考えられます。 

 ただ、モンゴルとしては初めての事例なので、少し準備不足があったとも考えられます。

日本の対モンゴル輸出の 77％である輸送用機器の内訳としては、宮𦚰先生がおっしゃった

ように中古車が占める割合が多いと想定されます。他方で、日本に輸出したいという企業

がモンゴルにも多いです。ただ品質などにおいて日本のスタンダードは国際スタンダード

に等しいです。その国際スタンダードに適するものを作り輸出するのはモンゴルにとって

難しく、国際スタンダードに達する物を作っている企業はやはり少ないです。 

 輸出品目として考えられるものの一つはカシミヤです。やはりカシミヤはモンゴルの伝

統的なものなので、それを日本に輸出するという点ではこの EPA は有効に使われると考

えられます。ただ EPA によりモンゴル企業が損をしたり国内市場が大変なことになった

りという話を私自身あまり聞いたことがないので、申し訳ございませんが具体的な事例を

挙げることはできません。 

 

＜西村＞  

 日本とモンゴルの経済連携協定の場合は競合があまりなく、お互いに得意分野の貿易が

伸びるような形の経済連携協定であったと理解しました。 

 

＜ドルジスレン＞  

 そのように考えられます。報告の中で共通ルールについて言及しましたが、このルール

というのは経済だけではなく、民主化など政治的側面も含む共通ルールに基づいた協力協

定だと考えられます。 

 

＜西村＞  

 ありがとうございます。 
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Ⅱ. パネル・ディスカッション 北東アジアへの示唆  

  

＜宮𦚰＞  

 第 2 部、パネル・ディスカッションに入ります。 

 本日、パネリストで 4 人の専門家の先生にご登壇をいただきます。上久保先生からディ

スカッションの論点提起をお願いいたします。 

 

＜上久保＞  

 本日まさに今ドルジスレンさんから、モンゴル・日本のEPAは政治的な側面もあるとい

う話がなされましたが、私の報告もそのような話になります。私は様々なことをやってい

るのですが、今日は地政学者という立場で政治的な部分を幾つかお話しして頭の体操をさ

せていただきます。 

 最初に地政学の観点から話をします。この EPA がどのような位置づけを持つかという

のはまさにこの点から入るものですので、最初に地政学の話を簡単にして、それから様々

なテーマについて頭の体操をする予定です。 

 地政学とは一言で言えばハートランドにある国、ランドパワーと、日本あるいはイギリ

ス、アメリカというようなシーパワーがリムランドを奪い合うような、あるいはリムラン

ド均衡点にして平和を築くか、我々の立場からすればハートランドをどのようにして抑え

るかということです。 

 一つのポイントは、このハートランドがリムランドを押さえて海に出ていくと、シーパ

ワーにとっては大変な危機であるという点です。これは今の中国の状況、海洋進出という

状況があり、これがなぜ日本やアメリカにとって危機なのかということを示していると思

います。逆にアメリカ側からすると、リムランドを押さえればいい。これは中国でいえば、

経済的に中国の沿岸部の都市部の発展したところが市場経済のルールに基づいてやってい

ればうまいこといけるのではないかということです。日本にとっては良い関係が築けるの

ではないかということだと思います。 

 地政学からモンゴル・日本 EPA を考えてみますが、その経済的利益は言うまでもありま

せん。先ほどドルジスレンさんのお話にありましたように、お互いに貿易量が増えていま

す。モンゴルにとっては恐らく中国、ロシアとの関係は非常に深いので、オルタナティブ

といいますか、もう一つの大国、近隣である日本との関係というのは非常に重要であろう

ということであります。日本にとってはやはり資源獲得がその背景にあると考えられます。

それが日本全体の資源のどれぐらいを占めるのかはともかくとして、政治的な意味もあろ

うかと思います。それは中国、ロシアとの関係性にあるかと思います。 

 それが政治的意義ということなのですが、かつては大ランドパワーだったモンゴル帝国

ですが、ハートランドに位置する国でございます。中国、ロシアというランドパワーの間

にある国であります。日本にとって最大の今の懸案というのは、中国の軍事的、経済的拡

大であることは言うまでもありません。ランドパワーである中国のシーパワー化、つまり

海に出てきているということが最大の問題であります。逆に日本が中国とうまくやってい

くには、経済リムランド化という言い方を私自身はしておりますが、これは中国沿岸部の

いわゆる経済特区のような発展した都市が、市場経済のルールに従って金もうけをしてい
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ることに喜びを感じ、あまり海洋進出には興味を持たないという状態であれば、日本にと

って幸せだろうということです。 

 もう一つ考える必要がある点は一帯一路です。モンゴルは入っているのだろうと思いま

すが、これは、元のシルクロードと海のシルクロードにおいて、鉄道やパイプライン、通

信網などのインフラ整備、それから資源獲得のルートを確保することで、一体とした大経

済圏を築きたいという中国の最大の国家戦略というものであります。これに対して、どの

ように日本は対応すべきか、という点が一つの日本の課題です。 

 私は、一帯という陸のシルクロードに関しては積極的に協力すべきだと考えています。

海のほうは、やはりシーパワー日本としてはなかなか協力し難いところがありますね。例

えば日本のシーレーンですけれども、ここを中国の海軍が守るようになるとあまりよろし

くないという点もありますから、一路はやや難しい。一帯はしっかり協力すべきではない

かと思います。 

 なぜ協力すべきなのかというと、私がかつて参加させていただいた衣笠キャンパスでの

シンポジウムにおける、朱志群バックネル大学教授のご発言、いわゆる中国にとって何よ

りの懸案はエネルギーの確保であって、エネルギーの確保が、例えば陸のロシアあるいは、

より広げてイランの中東からの確保が確実になれば、拡張主義は収まるというご指摘によ

ります。海を通じての資源化は非常にリスクが大きいので、そちらで資源を探すよりは陸

で確実に確保できればいい。できるならば拡張主義は収まっていくのだということを主張

されておりました。なるほどと合点がいきました。したがって、中国の海洋進出は、領土

問題に対する冒険的な対応というのは、いわゆる一帯一路の一帯のほうが安定すれば収ま

っていくのではないかと思います。その意味では、安倍政権になって、少し協力的な体制

になっているのですが、日本は協力していくべきではないかと考えています。モンゴル国

はその中に入っているので、日本とモンゴルの経済的関係あるいは政治的関係がどうかと

いうことは、一つの問題点なのだろうと思います。 

 そしてもう一つ、モンゴルとロシアとの関係についてです。日本とロシアの間には北方

領土問題があり、それを最終目的として平和条約の締結があるのですが、最終目的の前提

としてのロシアの経済協力があります。経済協力して返してもらえるのかは別ですけども、

ロシア側からもこれはニーズがあって、ロシアはやはり資源依存が非常に高くて、いわゆ

るシェール革命で長期的トレンドとして石油・ガス価格が下がっていくならば、ロシアは

輸出に依存しているため、国家の経済ががたっと下がってしまうという構図になります。

そういう資源依存の経済は、長期的トレンドで持たないということもありますので、製造

業をどんどんやっていきたいということが一つの日本に対するニーズがあると思います。 

 それからシベリア開発をしていますが、日本と協力したいという点です。中国と完全に

一体化で行うと、中国からどんどん人が入ってきますから「中国化」してしまう懸念があ

ります。シベリア等の開発に対しては中国とはもちろん協力するが、日本とも協力したい。

資源はあるけれども人が少ないあの地域が中国の影響をうけるという危機感があるので、

日本との協力は欠かせないというロシア側のニーズがあります。このような日ロ関係の観

点から見て、モンゴルとの関係はどうなのか、このような論点に収斂されるのではないか

と思います。 

 それから、最後に私の今打ち出している考え方を少し紹介して、それとモンゴルとの関
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係性を絡めて、一つ問題提起させていただきたいと思います。コンパクト・デモクラシー

という概念を雑誌『外交』に 2020 年 8 月に出させていただきました。その後、メディア

の取材や専門的な国際政治学会等で幾つか取り上げていただいております。 

 コンパクト・デモクラシーというのは、グローバル社会におけるリスクに対応するのは

小規模で機動的な民主主義が適しているのではないかという考え方です。これはコロナ禍

をグローバル社会におけるリスクを象徴するものと、何となく分かる考えだと思うのです

が、それに対してうまく対処した国や地域はどこだったのかと考えると、それはコンパク

ト・デモクラシーと呼べるところではなかったかということです。テクノロジーを駆使し

てスピードがある対応で危機に対応したところ、現場の状況を的確に把握して補償など必

要な措置を行ったのは、コンパクトなデモクラシーだったというふうに思っています。 

 それは中央集権の、日本の自民党政治が典型なのですが、中央集権体制は非常に対応が

遅きに失しておりました。それに対して、やはり地方自治体や中規模国家はうまく対応し

ました。日本の地方自治体は大阪の吉村知事や、東京の小池知事はどうか分かりませんが、

北海道の鈴木知事など非常に的確な対応をしたと評価されているところがあります。和歌

山モデルというのもありました。それから、先進国であればやはりドイツ、バイエルン州

の知事の対応が非常に際立っていたという評価があります。 

 それからやはり台湾です。台湾は有名なオードリー・タンというホワイトハッカーによ

るテクノロジーを駆使したコロナ対策というものが非常に評価されました。韓国も中規模

ですが、韓国の対応もアプリを利用して、PCR 検査を徹底して患者を洗い出すという体制

はＫ防疫として非常に評価もされています。今は第 3 波に対して苦戦しているようですが。 

 もちろんテクノロジーを駆使しているのは、中国もテクノロジーを駆使しているわけで

すけど、人権侵害の問題が起こっていると言われています。他方で、台湾や韓国の事例は

やはり民主主義のベースとして、いわゆる情報公開であるとか、いろんな市民の間の機能、

人権侵害を防ぐ機能があるので、民主主義として非常に機能する。これは他に、権威主義

体制が優位だと言う中国に対するオルタナティブとしても機能するものではないか、対抗

軸となり得るものではないか、と考えています。 

 ところが、中国も実はコンパクト・デモクラシーで高度成長期に入ったと言えるのでは

ないかと思います。というのは、中国の経済成長は改革開放以降に加速化し、市場経済特

区・経済開発区と呼ばれるものを20ぐらいつくりました。深圳が有名ですが、それら特区

の中には外資を呼び込んで完全に自由化して成長したものもありました。そこで経済成長

したものをその他の地域に配分したというのが中国の経済モデルであって、権威主義的に

中央集権で進めたから成長したわけではありません。実は中国こそコンパクト・デモクラ

シー、都市別の市場経済、一部民主主義みたいなことで成長していったのではないでしょ

うか。つまりグローバル時代には、小規模で機動的なデモクラシーが非常に優位性のある

ものだと考えています。 

 その中で、いわゆる大国のはざまにある民主主義国モンゴル国というのも、私の中では

コンパクト・デモクラシーであり、どのような形でやるのかという点に私は関心がありま

す。やはりモンゴルのいいところは、今のドルジさんのお話ですと、全方位に敵がいない

というか、全方位に外交ができるという点です。北朝鮮とも交渉できるのは、日本にとっ

て大変なアドバンテージですね。日本にとっても大変メリットがある。その意味で、機動
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的に外交戦略を構築されていると思います。そのため、モンゴルもこれからの民主主義な

のではないかと思うわけです。 

 最後に、今まで話してきた頭の体操からドルジスレンさんに質問ですけれども、まずは

モンゴル・日本EPAの政治的意義ということです。日本と結んだ市場経済のルールに基づ

いた経済関係を、中国、ロシアとの関係で捉えた際、どのようなことがいえるのでしょう

か。日本との市場経済のルールに基づいた経済関係を築くことが果たして、これは政治的

にどういう意義を持つかということが重要かと思います。 

 もう一つは、一帯一路において、この関係がどのような意義を持つのかという点はやは

り外せない点です。 

 最後に、グローバル時代におけるモンゴルの民主主義、大国に囲まれたモンゴルの民主

主義は、どのように評価されているかという点です。私は、機動的で小規模で動きの速い、

柔軟な対応ができる民主主義の一つにモンゴルはなり得るのだと思いますけれども、自国

の体制をどう評価されているかという点をお聞きできればと思っています。 

 

＜宮𦚰＞  

 上久保先生、ありがとうございます。 

 最後に、ドルジスレンさんに対する質問がありました。ドルジスレンさん、お答えいた

だける範囲で結構ですのでお願いできますでしょうか。 

 

＜ドルジスレン＞  

 ありがとうございます。面白い報告ですね。特に日本の一帯一路に関する考え、アプロ

ーチというのは私自身初めて聞く話でしたので面白かったです。 

 ご質問に対して、第一にはバランス外交ですね。モンゴルの場合は、私から見ると、日

本とのEPAというのは、中国とロシア、そして第三隣国とのバランス・ディプロマシーと

考えられています。政治面でも日本とモンゴルは長年の付き合いがあり、日本は1990年代

にモンゴルが民主化するときにモンゴルを非常に助けた過去があります。日本に対する親

しみというのは、モンゴルでは今でも大きいので、やはり、これは経済的な利益の話より

も、政治的な面で中国とロシアに接するのに重要なアプローチであり、一つのカードと思

っています。その文脈で2018年に中国とモンゴルとの間ではFTA、EPAについての調査が

始まったと言うことができます。 

 そして、第二の一帯一路について、モンゴルは一帯一路及び、AIIBのメンバーであり、

それはもちろんモンゴルの貿易の大きな割合を中国が占めているため、一帯一路としては

特にインフラ開発分野において、モンゴルは中国とも協力していく必要があります。モン

ゴルでは橋を新たに架ける例のように、頻繁に中国の資金でインフラ整備がなされていま

すので、市民にも目に見えるような成果も出ています。これから一帯一路に関して、特に

モンゴルとロシア、中国の関係、いわゆるTrilateralismという枠組みでモンゴルは進めて

いく方針だと思います。 

 ロシア、中国そしてモンゴルの三か国間には、パイプラインの話題もここ最近なされて

います。これは、一帯一路の一つの表れといえるのではないでしょうか。もし成功したら、

これは大きいです。モンゴルは今まで伝統的に石炭を燃やして使っていましたが、今後も
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しこのパイプラインが完成したら、モンゴルはガスを使うようになります。これは新しい

流れになると思います。 

 最後は、コンパクト・デモクラシーは面白く、コンパクトという言葉を、私は少し勉強

しなければならないです。全体的にモンゴルは今でもデモクラシーですが、そのデモクラ

シーをどう保つか。今アメリカでもホワイトハウスで様々な騒ぎになっていますが、デモ

クラシーが本当にどこまで、人権などを守れるものなのか。そのような議論もテレビ番組

などで頻繫に出ていますけれども、全体的に民主主義国家を今でも支持しています。我々

は社会主義を経験している民族ですので、後に戻りたくないという考えのほうが大きいと

思います。 

 そしてもう一つ、モンゴルの人口の70％は若者なので、デモクラシーに関して非常に関

心は高く、オンラインやインターネットなどの様々なコミュニケーション面でも、モンゴ

ルでは今までになかった新しい流れができていますので、そこまで危機感がないと思いま

す。 

 

＜上久保＞  

 バランス・ディプロマシーについては、むしろ日本がモンゴルに学ぶところがあります。

日本は全方位を目指すべきだと思います。中国ともうまく付き合わないと駄目ですし、ア

メリカとの関係は当然ですし、ロシアともうまくやって、これは安倍首相の遺産ですけれ

ども、どこともうまくやれていますね。それ故、やはり更に機動的にという意味で、モン

ゴルの位置とその外交は日本にとっては参考になると思っています。 

 また、石炭ではなくパイプラインで天然ガスを輸入するという点について、日本は天然

ガスのプラントに関しては非常に高い技術を持っており、相対的にクリーンエネルギーで

すから、温暖化の意味では我々が協力できるのではないかと思います。 

 次にデモクラシーですが、モンゴルから日本への、北東アジアにもデモクラシーの軸の

ような、ズバッと突き刺すものがあってもよいと思います。それから、そのような意味で

外交面でも、ロシア、中国や北朝鮮の中に軸を通すのはいいと思いました。アメリカもそ

うですが、やはり我々の国なども、少しデモクラシーが、都市単位あるいは、モンゴルや

韓国のような規模が良いのでしょうか。そのような規模であれば民主主義が機能して、中

国が良いと表明している事に対する新しい対抗軸として、更に小さい単位での民主主義や

人権を守ることができれば良いだろうと今構想しています。モンゴルは非常にいい規模だ

と思いますので、今後もお話しさせていただきたいと思います。 

 

＜宮𦚰＞  

 それでは、足立先生、よろしくお願いします。 

 

＜足立＞  

 私自身は、モンゴルも全く専門ではありませんし、EPA も全く専門ではないので、今回

このお話をいただいたときに勉強させていただく機会になればと考えてお引き受けさせて

いただいたのですが、ドルジスレンさんのお話、大変勉強になりました。本日、京都はす

ごく寒く、このような日にはカシミヤのセーターを着たくなるのですが、今回のお話を聞
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いて、この EPA をきっかけに、カシミヤのセーターが更に入手しやすくなるとよいなと感

じています。 

 私は今申し上げたとおりで、パネリストになるというのは非常に僣越ではありますが、

私自身の専門は、国際政治学の中でもグローバル・ガバナンス、あるいは安全保障ですの

で、そのような観点から若干コメントができればと考えております。 

 最初に、上久保先生が最後におっしゃったポイントに少し触れさせていただきます。モ

ンゴルの全方位外交が、日本にとっても参考になるところが多いという点は、私も大変共

感するところです。とりわけ、モンゴルは中国とロシアの間に挟まれており、その中でバ

ランスの取れた外交をせざるを得ない状況にありますが、そのようなモンゴルから日本が

学ぶことは非常に多いだろうと思います。日本にとっても、やはり中国とロシアの関係を

うまくマネージするというのは大事です。そのような意味でも、モンゴル、日本の関係を

強化することで、日本はモンゴルから外交上学ぶことも非常に多いだろうと思います。 

 また、これも先ほど少し触れられていましたけれども、北朝鮮との関係をしっかりと維

持しているモンゴルというのは非常に貴重です。北東アジアでの安全保障を考えるときに、

北東アジアの全ての国と関係があるモンゴルは、ある意味、結節点になり得る国という面

があります。実際、少しドルジスレンさんのお話にも出てきましたけれども、北東アジア

安全保障に関するウランバートル対話は、ウランバートルで2014年から毎年行われていま

すけれども、これは非常に重要な意味を持ち得ると思います。安全保障上、戦略上の価値

を共有する日本とモンゴルが、このEPAを通して関係を強化することは、日本の安全保障

にとっても、あるいは北東アジアの安全保障環境にとっても非常に重要な意味を持つので

はないかとの感想を、先ほどからの上久保先生とドルジスレンさんのお話を聞きながら少

し考えた次第です。 

日本とモンゴルのEPAは、締結5年を迎えます。EPAができたからということよりも、

EPAをつくっていくという関係強化を、この間EPA締結以前から進めてきて、EPA締結を

契機にさらに関係が深まってきたことが、グローバルな意味での秩序や北東アジアあるい

は国際社会の安全保障にとって、どのような意味を持つのかということを、ここで考えた

と思います。グローバルな秩序に関して言えば、先ほど一帯一路の話が出ましたけども、

日本はこの間、「自由で開かれたインド太平洋」という秩序構想を掲げてきたわけです。こ

れが2016年以降なので、ちょうど日モEPAの締結の頃ぐらいから日本が推進してきた秩序

構想といえるかと思います。それらが目指すものは、法の支配を含むルールに基づく国際

秩序の確保であったり、航行の自由や自由貿易の推進を通じて安定した秩序を形成するこ

とです。日本とモンゴルのEPAも当然それに資するもの、とりわけ自由で開かれた北東ア

ジアを推進していくという意味では大きな意味を持ち得るものだと思います。 

 実際、モンゴルは日本とのEPAを皮切りに、中国とのFTAや韓国とのEPAも検討を進め、

それからアジア太平洋貿易協定（APTA）にも今回加盟しました。モンゴルも自由で開かれ

た北東アジアあるいはアジアの促進に関して積極的にコミットするようになってきたとい

えます。その意味で、私自身は、日本の進める「自由に開かれたインド太平洋構想」にと

っても望ましい動きが促進されていると感じています。 

 EPAの締結目的の一つとして、戦略的パートナーシップを一層強化するための重要なス

テップであるという言い方がされています。日本とモンゴルがそのような戦略的なパート
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ナーシップを強化しながら、自由で開かれたインド太平洋あるいは北東アジアを築いてい

く上でよりうまく協力していくことができれば、北東アジアの秩序はより安定したものに

なると思われます。コロナ禍でかなり交流が難しくなっている側面はありますが、昨年の

10月に茂木外務大臣がモンゴルを訪問した際にも、やはりモンゴルとの間の戦略的パート

ナーシップが、自由で開かれたインド太平洋の実現に向けた取組を日本とモンゴルがとも

に行う上でも重要な意味を持つことを強調しています。自由や民主主義あるいは法の支配、

このような価値を共有するモンゴルとは、日本は「自由で開かれているインド太平洋の実

現」を含めた様々な局面でより緊密な協力をしていけると思われます。それゆえ私自身は、

EPA締結が象徴する日モ協力の促進が、日本の望む自由で開かれた秩序の推進へとつなが

っていく可能性があると考えています。 

 この「自由で開かれたインド太平洋構想」は、しばしば一帯一路に対抗するものだとい

う言い方をされますが、私自身は必ずしもそうは考えておりません。いずれも接続性、連

結性を高めることを大きな目的に掲げた構想であり、必ずしもバッティングするわけでは

ありません。連結性を高めていくことでよりよい秩序をつくる面では重なる部分もあるで

しょうし、その際に法の支配、民主主義という部分を強調する「自由で開かれているイン

ド太平洋構想」の影響を一帯一路にも及ぼしていくことができれば、世界的にとっても、

日本にとっても、望ましい秩序に向かっていくと思います。 

 それゆえ、一帯一路の中でも重要な位置を占めているモンゴルは、自由で開かれたイン

ド太平洋という意味でも重要な位置を占め得ると考えられます。ドルジスレンさんのお話

にも出てきましたが、ウランバートルの新国際空港は接続性、連携性を高めていくという

意味で重要な役割を今後果たし得るものだと思います。そして、その建設における日本と

モンゴルの協力は、その意味で象徴的なのかなと感じております。これが国際秩序や秩序

構想という観点から見たときの日本とモンゴルのEPAが持ち得る意味であり、私が今お話

を聞きながら考えたポイントです。 

 日モEPAが持つ意味について、私から申し上げたいもう一つの点は、その安全保障に対

する含意です。EPAは、安全保障とは直接は関係ありませんが、EPAに向けた関係強化あ

るいはEPA後の関係強化を通して、日本とモンゴルの間でも安全保障協力というのはかな

り進んでいると感じております。日本とモンゴルの間の安全保障分野における協力がいく

つかの分野で進んでいますが、大きく分ければ三つあると思います。 

 一つは核兵器の分野です。皆さんご存じのとおり、モンゴルは非核地帯化を宣言して以

降、非核を掲げて外交を進めています。唯一の被爆国日本にとっても、核兵器問題はモン

ゴルと共有できる部分が多い分野なのではないかと思います。まだ具体的に進展している

わけではありませんが、2020年に予定されていたNPT再検討会議において、日モ協力を進

めようということで実務者間の交流などは行われていました。延期されているNPT再検討

会議にむけて、核兵器が使われる可能性を低減させ、核拡散を抑制すべく、日本とモンゴ

ルの間では様々な協力ができるのではないでしょうか。EPAを契機として、この分野でも

日モ間の協力が進展することは、世界的にもインパクトを持ち得ると思います。 

 もう一つはEPAより前から少し始まっておりましたが、人道援助や災害援助分野におけ

る協力です。日本側からその分野の訓練などをモンゴルに提供するということをしていま

す。北東アジアはやはり災害が非常に多い地域ですので、この分野で非常に高い能力を持
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つ日本とモンゴルの協力を通して、モンゴルのみならず、北東アジア地域における災害に

対する対応能力を高めていくことは、この地域の安全保障にとっても非常に意義がありま

す。その意味で、日本の持つ能力をうまく生かしながら、日モ間の協力を深めていくこと

は、モンゴルだけでなく、この地域に対する安全保障という意味でも意義を持ち得ると考

えています。 

 そして三つめに、国連を通した国際社会の平和と安全の問題に関して、日本とモンゴル

で協力を進めていこうと、同じく2015年頃から日本とモンゴルとの間で協定を結んでいま

す。PKO要員の訓練を多国間で行う「カーン・クエスト」をモンゴルが行っており、日本

も2015年以降だんだんとこれに積極的に関与し訓練部隊も派遣するようになっています。

このような面で能力を向上させることが、国際社会における平和と安全に、日本とモンゴ

ルが協力をして積極的な役割を果たしていくきっかけになり得ると考えられます。 

 いずれもEPAの直接的な効果ではありません。しかし、日本とモンゴルがEPAを結ぼう

と関係を強化し、そしてEPA締結後も交流を深めていく中で、徐々に価値や様々な問題認

識の共有が進んだことが、安全保障分野での日モ協力を加速させる土台になっていると考

えています。紛争、災害あるいは対テロ対策、国連を通した平和維持活動、このようなこ

とは1国ではなく、多国間協力として行っていくものです。それゆえ、日本とモンゴルの間

でこうした協力を今後も深めていくことが、地域の安全にとっても、あるいはモンゴルに

とっても、国際社会にとっても望ましいのではないかと、私自身は考えています。モンゴ

ルの立場からすれば、安全保障の問題を考えるときには中国とロシアの問題というのが先

に来ると考えられますが、一方で、EPAを契機として、日本とこれらの安全保障分野にお

ける協力を深めていくことはどのような意義を持つのか、ドルジスレンさんにコメントを

いただけると大変うれしく思います。 

 このウェビナーを通して、今後、日本とモンゴルが戦略的なパートナーシップを深めて

いくことは、二国間関係にとどまらず、グローバルな平和と安全という観点からしても意

味を持ち得るものだと感じた次第です。冒頭でも少し申し上げましたが、北東アジアの全

ての国と良好な関係を維持しているモンゴルが、北東アジアの安全保障にとって結節点に

なり得ると考えられます。先ほどドルジスレン先生から、ウランバートル対話の中で青年

会議を行ったという話がありましたが、若者も含めて、安全保障面についても多国間で対

話を続けていくことで共有認識をつくり、コミュニケーションしていくというのは大変重

要なのかなと思います。今後のこの分野での協力の発展にも期待したいと考えております。 

 私のコメントは以上になります。どうもありがとうございました。 

 

＜宮𦚰＞  

 どうもありがとうございました。 

 安全保障のご専門の足立先生から、いろいろな論点を提起していただきました。FOIP と

の関係や一帯一路との関係で、規範や連結性等の観点から日本とモンゴルとの関係が北東

アジア全般に広がる意義を持つのではないかというお話でした。どうもありがとうござい

ました。 

 それでは、西村先生にお話しいただきます。 
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＜西村＞  

 私は、専門が国際金融で、経済連携協定には強くないのですが、経済的側面を中心に、

貿易自由化に関する周知の事実を踏まえて、日本とモンゴルの両国について、今後の貿易

自由化や両国関係を考える上でのポイントについて考えてみます。 

 まず、貿易自由化の基本的な考え方ですが、保護されてきた国内生産者に貿易自由化は

損失をもたらします。一方で、貿易自由化によって価格が低下しますから、消費者は利益

を享受します。一国全体で見ると、消費者の利益が生産者の損失を上回り、一国全体では

利益だということになります。貿易自由化を進める場合は、消費者の利益の一部を補助金

などの形で損失を被る生産者に支払うという調整を通じて、貿易自由化を進めるというこ

とが可能になります。日本の貿易自由化の進め方もこうしたやり方であると理解していま

す。 

 一国全体で利益なのに、どうして貿易自由化が進んでこなかったかというと、消費者 1

人当たりの恩恵は軽微である一方で、損失を被る生産者 1 人当たりの損失が甚大なわけで

すね。生活が続けられなくなるという甚大な被害になるわけです。このため、反対の声が

大きくなりがちです。それを、何とか調整して自由化を進めるということをやってきたわ

けです。 

 そして、もう一つは、経済的利益があるから自由化しましょうというよりも、それ以外

の利益もにらんで自由化を進めてきたという側面があると思います。 

 自由化の大きな流れの背景として、第二次世界大戦の一因となった保護主義の教訓と、

第二次世界大戦後の貿易自由化によって世界経済が繁栄したということ、そして発展途上

国における輸入代替型成長戦略の失敗と輸出志向型成長戦略の成功があります。輸入を減

らそうという戦略は失敗して、貿易自由化を通じて得意分野の輸出を増やしていくという

戦略が成功したということです。 

 近年は、二国間や地域レベルでの貿易自由化が多いわけですが、その背景としては、2000

年代以降に顕著になったWTOの機能不全があります。ドーハラウンドは結局進展していな

い。また、1990年代に欧州の市場統合とNAFTA（北米自由貿易協定）の成立が大きな契機

になったと考えられます。さらに、グローバル化の地域バイアス、すなわち、グローバル

化には地域的な偏りがあります。貿易が増えるといっても、やはり近隣の国との貿易が増

えやすいという側面が背景にあります。 

ここまで教科書的な話でしたが、日本とモンゴルにとって、貿易自由化の将来を考える

上でポイントは何でしょうか。まず、大国の影響力の拡大に備えて、グローバルとリージ

ョナルと二国間の協力のバランス、これらをうまく実施することが必要です。そして、協

力もただ協力し合うのではなく、相手を見ながら緊密度を変えていかなければならない。

また、日本とモンゴルの間の経済連携協定は遵守されていきますが、様々な国々との協定

を考えると、遵守されるとは限らないので、ルール違反に対してどう備えるかも課題です。 

 そして、これは先ほどご指摘がありましたけど、関税などの国境における措置だけでな

く、国内での措置や各国制度の協調が引き続き重要です。 

 それから、民生技術と軍事技術の区別が難しいように、経済的要因以外の政治的、軍事

的要因を考慮する重要性が高まるということですね。例えば、バイデン政権になってどう

変わるか分かりませんが、少なくとも今までアメリカではこういったことを色濃く反映し
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た貿易政策をやってきたわけです。そのようなことを今後どう考えればいいのかが、ポイ

ントになるのかなと思います。 

 さらにもう一つ、貿易自由化の文脈において、中国における産業育成策の成功から何を

学ぶことができるかということです。政府は企業に介入せずに、市場メカニズムのなかで

企業が成長するのを期待することが望ましいという考え方が、市場経済国では強かったの

ですが、近年の中国では、ある程度、政府が貿易を含む企業活動に介入して、産業競争力

を強めて、育成していくということをやっていて、それが、近年花開いているわけですよ

ね。このことも大きなポイントだと思います。 

 最後に、日本とモンゴルの協力の方向性について申し上げますと、日本とモンゴルの間

では比較優位の分野の重なりが比較的少ないですよね。ゆえに、経済連携協定を今後一層

深化させていくという可能性を秘めていると思います。 

 そして、本日の話とは離れるかもしれませんが、金融協力も可能性としてあるのかなと

思います。例えば、両国間の通貨当局間の円・トゥグルグ・スワップ協定です。中央銀行

間で、短期の一定期間、日本銀行はモンゴルの中央銀行に円資金を供与する代わりに、そ

の対価としてモンゴルの中央銀行がトゥグルク資金を日本銀行に供与するというスワップ

協定です。因みに、人民元とトゥグルクのスワップ協定は既にあります。ただ私は日本の

財務省の当局者ではありませんので、あまり無責任なことは言えませんが、モンゴル経済

の対外リスクに対する脆弱性の補強に有用なのではないのかなと思いました。IMF のカン

トリー・レポートも、この対外リスクに対する脆弱性の克服がモンゴル経済の一つの課題

であると指摘しています。アジアで一定の経済規模を背景にした自由交換可能な唯一の通

貨である日本の円を、スワップ協定を通じてモンゴルでも活用できる可能性があるのでは

ないかと思いました。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

 

＜宮脇＞  

 どうもありがとうございました。 

 輸出志向型戦略の成功から EPA の可能性について、また比較優位の重なりが日本・モン

ゴル間で少ないというところでの EPA の特徴というお話をしていただきました。最後に

スワップの話で金融協力の可能性という未来の話もしていただいて、明るい日モ関係が見

えてくると思いました。どうもありがとうございました。 

 最後に、玉井良尚先生からお願いをしたいと思います。よろしくお願いします。 

 

＜玉井＞  

本日は、このような貴重な会に参加させていただきありがとうございます。そして、ド

ルジスレンさん、貴重な講演を聞かせていただきありがとうございます。 

私は、水の安全保障を専門としておりますので、今回は「モンゴルの水の安全保障と日

本」と題して、モンゴルの水資源の現状を踏まえた、日本が取るべき対モンゴルの外交戦

略および経済戦略について考察し提案したいと思います。 

 まずは私が抱くモンゴルのイメージと、その理想的な国家の在り方について述べたいと

思います。 
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 現在モンゴルは、北東アジアにおける唯一の OSCE（欧州安全保障協力機構）加盟国で

す。OSCE と言えば、民主主義体制の構築と強化、そして基本的人権の保障と拡大を目的

とした組織であります。その加盟国として、今後もモンゴルが民主主義国家としての道を

順調に歩んでいくことこそ、北東アジアにおける国際政治上の意義があると、私は考えま

す。つまり、モンゴルは北東アジア、さらには中央アジア地域の権威主義諸国に対する民

主主義のショー・ウインドーであるべきなのです。 

これは冷戦期、東ドイツの中にあった西ベルリンが自由民主主義国のショー・ウインド

ーとしての役割を果たしたことと重ね合わせるものです。モンゴルの周囲には、ロシアや

中国、カザフスタンのような強権政治国家・権威主義国家が位置します。その国々に対す

る民主主義国家というアンチテーゼとして、今も将来もモンゴルはあるべきなのではない

かと、私は考えるのです。 

 それでは、民主主義の構築や基本的人権の保障の実践とは何なのか。その一つは、水環

境の保護や保障であると、私は考えます。なぜならば人間にとって必要な資源である水の

アクセスを個人に対して保障することは、民主主義、自由主義の一つの基礎になり得ると

考えられるからです。そしてその文脈から、モンゴルの水事情に対して、日本ができるこ

とを考えていくことは、北東アジアの国際政治上、重要な意味を持つのではないでしょう

か。 

それを踏まえて、モンゴルの水事情について説明していきましょう。まず、モンゴルの

降雨量を見ると、モンゴルは北部と南部において降雨量の差が激しい。さらに水資源賦存

量に関しては、国全体で見ると圧倒的に少ない。ただし、人口 1 人当たりの実質的な水資

源量に関しては、日本のおよそ 4 倍近くあるのです。これはモンゴルの人口の少なさ（お

よそ 330 万人）に由来するものです。 

モンゴルの産業別水使用割合では、農業用水の割合が非常に大きい。ちなみに、農業生

産拡大を続けるモンゴルでは北部で農業生産が盛んです。国連が公開している統計では、

南部が砂漠地帯であることもあり、水不足地域と指摘されているのに対し、モンゴル北部

に関しては、水不足が指摘されていません。これは、モンゴル北部に水源が集中している

ことを意味します。 

 次に、モンゴルにおける上水事業に関する分析ですが、まず、モンゴルの人口約330万人

の内約154万人が、首都のウランバートル市に居住しています。その上で、ウランバートル

市内の上下水道の整備状況を見ると、市内における上水道は100％整備されています。し

かし、これには見落とされた問題があります。ウランバートル市郊外にあるゲル居住区は、

上下水道が未整備なのです。さらに、ウランバートル市人口の70％がこのゲル居住区に住

んでいて、しかも年間3万人ずつ、この地域に住む人口が増加しているのです。 

 加えて、ウランバートル市の水道水源は全て地下水です。モンゴルの河川は季節ごとの

水量の差が激しいため、豊富で供給のマネジメントがしやすい地下水を水源としているの

ですが、現在、その地下水源に過度の負荷がかかっているとされています。 

 このようなモンゴルの水事情をまとめると、国土の水資源量の少なさを人口の少なさで

補っている。さらには、ゲル居住区における上水道の未整備、及び居住人口の多さが、ウ

ランバートル市全体の水需要を抑制する効果を発揮している。ウランバートル市のみなら

ずモンゴル全体においても、水源の87％が地下水で賄われている。つまり、モンゴルは、
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過度の地下水源依存国家なのです。 

 そして今後、モンゴルが人口増加や経済成長による水需要の増大という事態に陥った場

合、あるいは地下水の枯渇や汚染といった水源地の負の環境変化に陥った場合、それはモ

ンゴルにおける水危機の到来を意味します。すなわちモンゴルは、水危機の大きな可能性

を有した国家なのです。 

 もしこれが、海にアクセスできる沿岸国で、さらに技術とお金があれば、海水淡水化で

水不足を補うことができますが、モンゴルは内陸国家であるためにこのような手段は取れ

ません。従って、モンゴルは、国内の地下水、さらに稀少な河川や湖水をやりくりして、

将来にわたる水需要を満たさなければいけないのです。 

 現在のモンゴルへの水インフラに関する援助ですが、日本も含めた先進国の ODA は、

先述のウランバートル市郊外のゲル地区、すなわち水道インフラ未整備地区に対して、積

極的な投資・開発を行っています。 

 しかし、これで十分かといえば、そうではありません。アジア開発銀行による報告書は、

2014年に興味深い視点を提起しています。それはモンゴルにおける、水とエネルギー開発、

工業開発が密接に関係し、水需要はほかの二つの成長によって相互作用的に高まり、水資

源が減少するというものです。石炭は、モンゴルにおける鉱物資源の主力生産品ですが、

石炭を掘り出す際には大量の水が消費され、さらにその石炭を用いた火力発電でも大量に

消費されます。すなわちモンゴルにおける主要エネルギー源である石炭の生産や使用は、

国内の水需要を圧迫するのです。 

 また、鉱山開発による環境負荷および公害の発生と、それによる水源破壊にも注意しな

ければなりません。モンゴルでは、炭鉱ではタバントルゴイ炭田、銅鉱山ではオユトルゴ

イ鉱山といった南部にある鉱区が有名ですが、モンゴルの水源地帯が集中する北部や東北

部にも鉱山が非常に多いことに注意を払う必要があります。とりわけ北部地域は、モンゴ

ルにおける大耕作地帯であります。モンゴルでは、環境保護法や水源地の保護、水源地や

森林地帯における鉱物資源の探査や利用を禁止する法律が施行されています。それにもか

かわらず、モンゴルでは 2000 年代以降、活発化した鉱山開発によって、水資源の涵養地

帯である森林の破壊と砂漠化が進んでいるという報告があります。さらにモンゴルの国内

報道によれば、ここ 20 年の間に国土の 53％の水資源涵養地帯が環境破壊の被害を受け、

森林資源の 20％が消失したとされているのです。 

 ここで結論を申しますと、モンゴルにおける鉱業開発による経済成長は、水環境の限界

を生じさせる可能性があります。すなわち、これ以上鉱業開発を拡大させると、水質汚染

が発生し、水源自体を破壊してしまう可能性があるのです。これが起こってしまうと、水

環境を保障するという、民主主義と基本的人権の実践部分に対する歪をモンゴルにもたら

してしまいます。このリスクを取り除くには、高度な水資源の保全戦略が必要であり、こ

れを抜きにして、モンゴルの民主主義国家としての保障はあり得ません。 

 それでは、これを保障するためにはどうしたらよいのか。日本は再生水など高度な水資

源の保全技術を有しています。日本は、官民を通じて、水資源の保全技術を戦略的に活用

し、モンゴルに投下していけば、モンゴルは鉱物資源開発と人権を両立させることができ

ます。モンゴルにおける理想的な水資源環境の保全と個人に対する水へのアクセス保障と

いう人権価値観の維持は、モンゴルの民主主義を守ることを意味します。中国は経済成長

146



 
 

を優先したがゆえに、水環境を極めて悪化させた国として有名ですが、その中国に対する

アンチテーゼとして、モンゴルにおいて経済発展と水環境保護の両立を日本がプロデュー

スすることができれば、それは日本の国際的誉れの獲得と国際的地位の向上につながるの

ではないかと私は考えます。 

 最後に、ドルジスレンさんには、モンゴルの水環境について率直にどう思われるのかお

聞かせいただけたらありがたく存じます。 

 私からの報告は以上です。ご清聴ありがとうございました。 

 

＜宮𦚰＞  

 どうもありがとうございました。 

 モンゴルにおいて、水の保障というのは民主主義の根幹であって、しかし、現実は水の

脆弱性があり、それをどのように解決するかというお話でした。 

 それでは、パネリストの皆さんの論点がそろいましたので、ドルジスレンさんに適宜、

お答えいただければと思います。よろしくお願いします。 

 

＜ドルジスレン＞  

先生方の報告、非常に面白くて勉強になりました。私よりモンゴルのことをよく勉強し

ていらっしゃる印象がありますね。 

 足立先生の質問ですが、非核の話では、モンゴルは一国として、Nuclear-Weapon-Free 

Statusというのを確保してから結構たちますが、もう少し積極的にやってほしいというの

が私個人の意見です。核兵器の話は一時期当時ブームでしたが、今ではモンゴルは核兵器

を使わない、核兵器を国土に移動させないというのはすでに決まっていて、関心は少し薄

くなっている気がします。そういう意味で、先生がおっしゃったように、NPTの枠組みの

中でモンゴルと日本がもう少し積極的にいろいろできたらいいなと思います。特に広島の

大学やモンゴルの大学で、私もそういう提案を去年いたしましたが、ボトムアップ・アプ

ローチは非常に重要だと思いますね。 共同会議ができたら、少しでも役に立つのでは思い

ます。 

 もう一つの災害についてですが、これは重要ですね。災害は、Non-Traditional Security

（非伝統的な安全保障）政治的あるいはセンシティブなテーマではないので、北東アジア

のどの国でも協力できるようなテーマで日本の技術もうまく使って、モンゴルと日本が協

力すればいいと思います。 

 特にモンゴルでは最近地震はありませんが、しかし起こる可能性はあるという研究も発

表されていますので、地震対策についても、モンゴル人はまだ準備不足というか、あまり

危機感を感じていません。そういう面で日本とも協力できればいいと思います。これは日

本とモンゴルだけではなくて、北東アジア全体でも、災害に関しまして、例えば、モンゴ

ルの「カーン・クエスト」と同じような北東アジアの災害訓練を、できれば北朝鮮も含め

て実施できればよいというのが私のアイデアです。モンゴルは場所を提供して、日本から

はその技術あるいはノウハウを教えていただくことがいいかもしれません。 

 第三に、国連の範囲でのグローバル的な協力というのは重要です。国連の枠組みの中で、

日本とモンゴルも歴史を振り返ってみると、助け合ってきました。特に平和・安定に関し
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て、国連での協力、ウランバートル対話の青年向けの会議も、国連の支援でモンゴルにて

行われました。日本から参加したのですが、もう少し日本の大学院生や若い研究者をモン

ゴルに招いていただいて、若者向けの会議が行われたらいいなと思います。 

 全体的には、安全保障面では日本とモンゴルでは拉致問題が中心でしたが、先生がおっ

しゃったように、もう少し広い範囲で、多国間協力や話合いをこれから進めていければと

思います。 

次に、西村先生のご報告は、面白かったです。特にスワップ契約です。私は、金融専門

家ではありませんが、モンゴルで金融分野は、この 2 年、大きな話題です。今までモンゴ

ルは色々な国からお金を借りて、何とか経済を発展させようとしてきた。今年からその返

済の時期が来ているので、どのようにして返済するかが非常に大きな問題です。コロナも

重なり、お金を借りて、また返していくのは、やり方としてはあまりよくないなというイ

メージが国民、普通の市民の中に非常に大きい。その面で国際金融機関のグレーリストに

モンゴルは入ってしまいました。今年はようやくそこから出られた。いろんな不透明性に

よって、モンゴルはグレーリストに入りましたが、これからは透明性に配慮していく。ス

ワップの話は、できたらもう一度、専門家も交えて話したいと思いますね。 

 玉井先生のご質問についてです。水の問題というのは、安全保障そのものが人間の安全

という基本的な発想なので、人が生きていくためには大事であるということは基本的考え

です。ただ水に関して、一般のモンゴルの方々はあまり意識していないですね。ただ開発

か環境かどちらを選ぶかというのは、今モンゴルも直面している課題です。特に鉱山開発

でモンゴルの経済は動いているので、これを止めてしまうとお金が入ってこなくなるとい

うことは一つの危機感です。 

 経済構成を鉱山分野に頼らずに、もっと観光やほかの分野に多様化する政策を取ってい

ますが、現実はなかなか厳しく、やはり鉱山だけでモンゴルの経済が成り立っている現状

から見ると、環境をどう確保するかというのは大きな課題です。先生も中国の事例もおっ

しゃいましたが、危機感をもう少し身近なものにする必要があります。モンゴルには研究

者は大勢いますが、危機感はそこまで強く意識していないですね。 

 もう一つは、水道の現状というのをコロナと関連して考えます。我々は、今ロックダウ

ンの状況ですが、1 か月くらい水道、電気を緊急事態として国が負担するということで、

今は無料で使える。これにはいろんな議論があり、無料だから使いすぎてしまうという意

識もあり、政府としてのコロナ対応の特別措置であるため、水を資源として払って使うも

のという意識も持たなければ、ただのものという意識になるとあまりよくないと思います。 

 最後に、内陸国としての水の問題というのは、多分これから10年後、モンゴルの安全保

障で一番大きな問題になると思います。開発どころではなくて、ますます砂漠化して水が

足りなくなる、この危機感を研究者同士でもそうですが、国際機関を通して、モンゴルで

も感じさせるような動きもあればいいと思います。 

 

＜宮𦚰＞  

 本日は、ドルジスレンさん、パネリストの皆さん、お忙しいところ貴重な時間を割いて

いただきまして、本当にありがとうございました。 

 モンゴルも日本もコロナ対策で大変な時期ですが、皆さんが、健康でこの危機を乗り切
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られることを最後に祈念いたします。 

 

 
[注] 
１ このウェビナーは、立命館大学「with／without コロナと国境開閉」研究プロジェクトの主催、立命

館大学地域情報研究所の重点プロジェクトの「アジア・フューチャー・ユニット１」等の共催で行われ

た。ウェビナーの内容をもとに、文脈にしたがい修正を加えて掲載する。なお本稿掲載にあたり、テー

プ起こし後の修正作業に多くの方々の協力をえた。この場を借りて深謝申し上げたい。なお本企画は、

立命館大学研究高度化支援制度によるものである。  
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